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第4章 教育投資リターンとM字 型就業形態存続との関係

産業化,技 術革新,都 市化などは,産 業 を労働集約的活動から資本集約的活

動への転換 をもた らし,高 度な教育を受けることの価値 を高めていった。 日本

では,高 度経済成長に伴い高学歴女性が急激に上昇 し(<表2>参 照),ア メリ

カにおいても,1896年 か ら1916年 の20年 間に女性の平均教育年数は2年 増加 し,

それと同時に女性就業率は15%増 加 している(SmithandWard:p.75)。 また,

高等教育を受ける価値の高まりは,親 の子供 に対する人的資本形成への動機づ

けともなっている。 このような教育投資 リター ンの重要性の高 まりを時問集約

的便益の生産性の増加(〈 図15>に おけるfZ1の シフ ト)と みなす と,こ れは

賃率金上昇よるZ1及 びZ2の 需要の変化を抑制する働 きを持つ。さらに,時 間

生産性 の増加が もた らすZ1及 びZ2の 需要の変化が賃金率の上昇によるそれに

優位性 を持つ場合,女 性の家計生産活動への従事を促進させることになり,賃

金率 と教育 レベルの上昇が家計生産への時間投入量を増加 させることになる。

これまでの議論では,賃 金率 と教育投資リター ンの変化に焦点を置 き,そ れ

らの変数が女性の時問配分に与える影響について考えてきた。 しかし,こ の2

変数のみが女性の就業行動を左右するわけではない。むしろこれらの変数は,

女性の就業行動 を取 り巻 く様々な利害関係に外生的に影響 を与える要素 とみな

される。次の2節 では,ま ず市場生産活動及び家計生産活動に従事することに

よる利益 とコス トの関係 を考慮 し,そ して次にM字 型就業形態の存続要因にお

ける仮説設定へ議論を進める。

家計及び市場生産活動従事に伴 う利益とコス ト

日本 におけるM字 型就業形態の存続要因の分析 に関して,本 稿では子供の教

育投資リターン形成への強い選好が,母 親の家計生産活動を促進 させていると

いう点に注 目している。従来の女性就業決定分析では,市 場 における雇用慣行,

育児サービスなどに関す る制約が女性の労働市場進出を阻んでいるという観点

による議論が多 く,市 場 における制約の改善が女性の就業行動の改善に重要で
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あると考えられている。しか しなが らこれとは逆に,本 稿では女性が(市 場生

産活動に対する)家 計内での生産活動に何等かの利益 を見出す ことによって,

むしろ家計生産活動 を促進させるという説明の妥当性を検証 しようとしてい

る。

〈表A>は 家計生産活動及び市場生産活動への従事によって,個 人が直面す

るコス トと利益の両方についてまとめたものである。どち らの活動 に従事する

かは,そ れぞれの活動における純利益(利 益 一コス ト)の 大 きさに依存すると

考えることができるであろう。まず家計生産活動に従事することによる利益に

は,大 きく子供の人的資本向上 と遺産の2つ が挙げられる。家計生産活動に従

事するとい うことは,よ り多 くの時間を子供 と共に過 ごすことを示唆する。 こ

の長時間にわたる子供 との接触が,子 供の潜在能力を高める役割 を果たす と考

えられる。1)ま た,子 供へ高い教育投資を行なうことは,親 か ら子供への所得

移転の1つ の形態 と考えられるであろう。つまり金銭的遺産ではな く,む しろ

表A家 計生産活動 ・市場労働に従事することによる利益とコスト

家計生産に従事 市場労働に従事

利 益 ・子供 の人 的資本 向上(潜 在学 力
,

・賃金(子 育て資金の獲得(育 児

学 習 能 力,将 来 学 歴,高 い 社 会 サー ビス(託 児 所 な ど)へ の 支

貢献度など) 出を可能にする))

・遺 産(遺 産 として高 い教 育 リ ター ・キ ャ リア形成

ンの提 供) ・遺産(金 銭的な遺産の獲得)

コス ト ・機 会費 用(賃 金 ・キ ャリア形成 ・ ・機会費用(子 供と接する時間)

昇進) ・育 児 ,保 育 関連 サ ー ビ ス へ の 支

・子育てに関する時間投入(学 校 出

行事への積極的な参加,子 供の

より快適な学習環境提供への時

間投入)

1)母 親が入学前の子供と共に過ごす時間の長さと子供の潜在学力との関係について

は,後 ほど既存研究を踏まえながら詳しく検討する。
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子供の人的資本を上昇させることによって,子 供の将来における購買能力 を上

昇させるという所得移転の方法である。2)こ のような潜在的な人的資本の向上

は,高 い教育を子供に受けさせ ることによって達成可能である。さらに,依 然

として学歴重視社会である日本では,良 い学校への進学を目的とする幼児期 に

おける潜在学習能力の向上についても無視できない。しか しその一方,家 計生

産労働に従事することにより,犠 牲 となる要素 も存在する。一つは家計生産活

動 に従事することによる機会費用である。機会費用 とは,あ る行動を行 うこと

によって犠牲 にされた利益のことを指す。 この場合,も し家計での生産活動 を

行わず市場労働に従事するならば得 られたであろう利益 つまり賃金

が,ま ず家計生産活動従事の機会費用であると考えられる。さらに企業におけ

る昇進 ・キャリアの形成 も,家 計内生産活動 に従事す ることで達成不可能 とな

るため,機 会費用 とみなされるであろう。第3に,子 育てのための時間的支出,

例えば学校行事 に親が積極的に参加することや,日 常生活における快適な学習

環境の整備に関する時間投入 も,家 計生産活動に伴 う費用と考えられる。3)

次 に,市 場労働に従事することによって発生する利益 とコス トとは どのよう

なものであるか。市場生産活動 と家計生産活動とは,代 替的な選択関係にある

ため,両 者における利益 とコス トは,ほ ぼ対照的な関係 にある。つまり,一 方

で利益 となる要素が他方ではおおよそ費用に該当する。まず市場生産活動を行

うことによる利益に挙げられるものは,賃 金,昇 進 ・キャリアの形成そ して遺

産である。また賃金の獲得 は,市 場労働によって必要 となる育児サービスへの

2)RazinandSadka(1995)は,親 か ら子 供 へ の所 得 移 転 に関 し,2つ の方 法 を

挙 げ てい る。1つ は金銭 的 な遺 産 に よる所 得移 転 で あ り,も う1つ は人 的資本 投

資(教 育投 資)と して の所得 移転 で あ る。特 に人 的資本 投 資 に よる所 得移 転 の効

果 は,個 人に よっ て異 な る。 従 って彼 らは,親 が2つ の方法 を うま く使 い分 け る

こ とに よって,効 果 的 な所得 の世 代 間移転 を達 成 す る ことが重要 で あ るこ とを指

摘 す る。更 に彼 らの論文 で は,子 供 の潜在 的教 育投 資 リター ンの大 きさに関す る

情 報 の有無 と,教 育 に関す る様 々 な政 府 政策(税 ・補助 金政 策 な ど)導 入 に よる

影響 が 議論 されて い る。(RazinandSadka(1995),第8・9節 を参照 。)

3)StevensonandLee(1990)に よる 日米比 較 で は,日 本 の母親 は,こ の よ うな子

供 の学 習環境 整 備 に向 ける時 間投 入が ア メ リカの母 親 に比べ て多 い傾 向 を指摘 し

てい る。
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金銭的支出を可能にする。さらに,親 が子供への所得移転を金銭によって行 う

(遺産)動 機がある場合,市 場労働 はその資金調達 としての役割を果たすこと

になるであろう。個人が市場労働 を選択する場合に生ずる費用には2つ を挙げ

た。それは,市 場労働に従事することによる機会費用 と,育 児 ・保育サービス

関連の支出である。ここでの機会費用とは,時 間的費用である。母親が市場労

働に従事する場合,必 然的に子育ては第3者 の手に委ねられる。そのため,母

親は子供 と接する時間を犠牲にせ ざるを得ない。

このように,家 計内生産活動及び市場生産活動に従事することには,そ れぞ

れに様 々な利益 と費用が伴 っていることがわかる。個人による(特 に本稿の場

合は,既 婚女性 による)就 業するか否かの選択は,代 替的な関係にある2つ の

生産活動における利益 と費用の関係 を考慮 した上での,最 適化行動の結果であ

ると考えられる。個人が家計内生産活動に従事することへの費用が最小化(又

は利益が最大化)さ れると判断するならば,個 人は家計生産活動に従事するで

あろう。逆に市場生産活動 に従事することで最適化行動がとれるのならば,個

人は市場生産活動に積極 的に参加することになる。 また,<表A>に 挙げ られ

ている要因は,実 証分析における説明変数 とな りうることも重要である。

仮 説

これまでの議論 を総括 し,こ こで日本の女性就業形態におけるM字 型 カーブ

の存続要因について以下のような仮説 を提示する。それに続 き,女 性の就業行

動に影響 を与える他の要素を考慮 しながら,こ の仮説の妥当性 についての議論

を進めてゆ くことにする。

仮説 子供の人的資本投資への時間投入と女性の労働市場への時間投入は競合的

な関係にある。賃金,教 育 レベルの上昇そして育児に関わるサービス ・制

度の普及にもかかわらず,日 本の女性就業形態にM字 型カーブが存続して

いるのは,日 本の20代から30代後半の女性に,子 供の人的資本形成という

時間集約的便益に,利 用可能な時間のより多 くを投入する傾向がみられる

からである。子供の人的資本形成という時間集約的便益に対する強い選好

の存在が,日 本のM字 型就業存続の一要因を形成している。
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この仮説は,日 本女性,特 に就学前の子供を持つ女性が,利 用可能な時間の

より多 くを市場生産活動 よりもむしろ,子 供の教育投資 リターンを目的とした

`子育て'に 投入する傾向にあることを示唆 している
。

〈図A>は,上 の仮説 を取 り巻 く女性の行動に影響を与 える様々な変数を考

慮 し,ま とめたものである。ここでは,女 性の行動に影響 を与える要素として

4つ の変数をとりあげる。それ らは(1)教育 レベルの上昇,(2)育 児サービス ・制

度,(3)賃 金の上昇そ して(4)世帯主所得の上昇である。 〈図A>は,女 性が家計

生産活動に従事するか,市 場生産活動に従事するかを決定するのは,こ れ ら4

つの変数の作用に依存 していることを示 している。

まず実線は,女 性を市場労働へ と導 く流れを表す。市場労働を選択する女性

は,教 育レベルの上昇(1)によって,自 らのキャリアを追及 し,金 銭的な所得移

転動機 を促す。市場利子率が比較的高いこともまた,金 融投資を促 し,金 銭に

よる所得移転動機が生まれる。次に,発 達 した育児システムや育児制度(2)は,

働 く女性 をサポー トし,女性のキャリア形成を促す役割を果たす。このように,

キャリア志向(金 銭的所得移転の追求)及 び発達 した育児支援システムは,女

性にとっての家計生産活動の機会費用 を上昇させ,市 場活動を促すことになる。

また賃金率への女性の敏感な反応(3)は,家 計生産活動の機会費用を一層増加さ

せる効果を持つ。そ して,世 帯主所得の上昇(4)と主婦になる確率 との間に負の

相関がある時,世 帯主所得の上昇は女性の市場生産活動をもた らす。市場労働

を選択する女性にとって,4つ の変数は以上のような働 きを持ち,結 果として

親か ら子供への金銭的な所得移転が起 こる。

一方 ,点 線は,女 性を家計生産活動へと導 く流れを表す。家計生産活動(子

育て)へ の従事 を選択する女性の行動は,4つ の変数によって,市 場労働を選

択する女性 とは異なった影響を受ける。まず教育 レベルの上昇(1)は,子 育てに

母親の知識を活用させ ようとする動機をもたらす。このような動機は,子 供の

高い教育投資リター ンを子供への所得移転 とするものである。また預金金利が

比較的低いという要因は投資行動を抑制 し,金 銭以外の方法(こ こでは特に子
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供の人的資本形成)に よる所得移転を促す。育児 システムや育児制度(2)が未発

達であることは,女 性のキャリア形成 に負の影響 を与える。 また,賃 金率の上

昇(3)に女性があまり反応的でないことは,(1)及 び(2)の変数 と共に,家 計生産活

動の機会費用の上昇を促さない方向に働 き,女性の家計生産活動の参加を促す。

さらに,世 帯主所得の上昇(4)と主婦になる確率 との間に正の相関(ダ グラス=

有澤の法則:世 帯主所得の低い家計では,家 計内における他の労働力の就業率

が高 くなるという関係)が 存在することは,妻 の子供との接触時間を増加 させ,

それは子供のより高い人的資本の形成へ とつながる。次 にこれ ら4つ の変数が,

女性の行動に及ぼす影響を,日 米比較 を踏まえなが ら詳 しく検討する。

教育 レベルの上昇と女性の生産活動選択

女性の教育 レベルが高まると,そ の獲得 した知識の活用について2つ の動機

が生まれる。1つ は,そ の知識を自らのキャリア形成に利用する動機 もう1

つは,教 育投資 リターンの高い子供を育て上げようとする動機である。従 って

キャリア形成の動機が高い女性 は市場活動への参加 を,そ して教育投資リター

ン形成の動機の高い女性は,家 計内活動への参加を選択する。

樋口(1991)は 日本のデータを用い,女 性の教育レベルが高 くなると女性の

家庭に入 る確率が高 くなるという関係 を実証 している。〈表4>は,「 学歴別女

子の就業経歴の変化」を表 したものである。これは,昭 和57年 と62年 の 『就業

構造基本調査』のデータを用い,女 子の就職経歴 を5つ のパ ターンに分類 し学

歴別に観察 したものである。4)

大卒 ・短大卒の30代 か ら40代 までの女性 に注 目すると,カ テゴリーIVに 該当

する割合が大 きいことがわかる。このことか らこの年代の高学歴女性は,一 度

労働市場か ら離れると,再 参入するものが少なく,非 労働力化 して しまう傾向

4)経 歴1とllは,離 転職 を行 わず調 査年 まで1企 業 に勤 め つづ けて い る者,経 歴 皿

は,過 去 に働 い た経験 を もち現在 も就 業 してい る者,経 歴IVは,過 去 に就業 経験

が あ り,現 在 就 業 してい な い者,そ して経歴Vは,過 去 に就業 の経 験 が な く現在

も就 業 して い ない者 であ る。 詳細 につ い ては樋 ロ(1991):PP.251-53参 照。
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表4:学 歴別女子の就業経歴の変化

刀7

就業経歴パターン 1,H 皿 1V V

就業率(%)
現在就業

前職なし(%)

現在就業

前職あり(%)

現在非就業

前職あり(%)

現在非就業

前職なし(%)

30-34歳

計

中卒

高卒

短大卒

大卒

57年62年 57年62年 57年62年 57年62年 57年62年

49.5 49.4 26.1 24.8 23.4 24.6 37.9 41.8 12.5 8.8

53.7 55.2 30.4 28.9 23.3 26.3 30.2 29.1 16.2 15.7

48.7 49.1 23.9 22.3 24.8 26.8 39.7 42.3 11.6 8.6

46.8 46.2 26.7 25 20.1 21.2 41.8 48 11.4 5.8

50.6 52 33.5 33.9 17.1 18.1 37.4 38.7 11.9 9.4

35-39歳

計

中卒

高卒

短大卒

大卒

60 60.3 33.7 30.8 26.3 29.4 25.3 28.3 14.7 11.5

66.9 65.8 39.3 35.3 27.6 30.5 18.4 20.7 14.7 13.4

58 60.3 31.5 29.4 27 30.9 27.4 28.9 14.1 10.8

48.2 53.9 28.2 28.9 20 25 32.9 34.7 18.8 11.5

55.4 56.2 34.3 36 21.1 20.4 29.9 30.2 14.7 13.4

40-44歳

計

中卒

高卒

短大卒

大卒

67.6 68.3 41.2 37.7 26.4 30.6 16.8 19.1 15.6 12.6

72.4 73 46.2 41.7 26.2 31.3 12.6 14.4 15 12.6

65.5 68.4 38.2 36.6 27.3 31.8 19 20 15.5 11.6

55.1 57.2 33.8 32.5 21.3 24.7 24.2 24.9 20.8 17.9

59.3 60.4 38.2 37.7 21.1 22.7 25.2 24.6 15.4 15

資料:樋 口(1991)p.252
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にあることがわかる。5)さ らに樋ロ氏は,30代40代 の大卒女性労働者には2つ

のパ ターンがあることを指摘 している。1つ は,1企 業に勤めつづけるパター

ンであ り(パ ターン1とIIに 該 当),も う1つ は,就 業するが,一 旦労働市場

か ら離れると非労働力化 してしまうパ ターンである(パ ターンIVに 該当)。初

めのパ ター ンは,い わゆるキャリア志向の強い女性の場合である。後者のパター

ンは,若 年期の高い就業率から,そ の後の就業率の急激な谷間を形成する。6)

さらに,〈 図16>は,「 かつて転職あるいは無業 を経験 し現在雇用就業 している

ものの該当人口に占める割合」,〈表5>は,「 離職後の経過年数 と累積再就業

確率」を表 したものである。

かつて転職あるいは無業を経験し現在雇
用就業している者の該当人口に占める割合

)

0

%

4

30

20

10

510152025

学校卒業後の年数

資 料:樋 口(1991)P.256

図16

どちらも,女 性の離職,転 職の経歴を学歴別に観察 している。 ここで も高学

歴女性の方がそうでない女性よりも,再 就職する割合が低いことがわかる。 ま

た,30歳 前 まで(学 校卒業後6-8年 後)は,高 学歴女性の就業率は高いが,

5)ま た,低 学 歴層 で は再 参入 が多 く見 られ る傾 向 にあ る(パ ター ン皿)。

6)こ れがM字 型構 成要 因 の1つ で あ る と考 え られ る。



女性労働供給と育児投資リターン(3) 119

表5:離 職後の経過年数と累積離職率

昭和40-45年 に離 職 した者 の う ちN年 昭 和45-50年 に離 職 した者 の う ちN年

以内に再就業した者の割合(%) 以内に再就業した者の割合(%)

N年 中学卒 高校卒 短大 ・ N年 中学卒 高校卒 短 大 ・

大学卒 大学卒

1 1.90 3.47 3.93 1 3.20 4.33 3.47

2 4.29 5.94 6.18 2 6.24 6.55 4.70

3 7.14 8.40 6.74 3 8.22 8.41 7.43

4 9.52 9.85 8.43 4 10.05 10.04 9.41

5 11.67 ユ1.87 8.99 5 11.87 12.32 10.89

6 13.33 13.77 8.99 6 14.76 14.84 11.39

7 14.76 15.01 8.99 7 22.83 18.45 14.36

8 16.90 16.01 9.55 8 26.48 21.21 17.08

9 18.33 17.02 10.11 9年 後 に も 73.52 78.79 82.92

10 21.67 20.94 12.92 継続就業し

11 22.14 22.62 14.61 て い る者

12 26.19 26.76 18.54

13 29.05 29.79 21.91

14年 後 に も
70.95 70.21 78.09

継続就業 し

ている者

資 料:樋 口(1991)P.257

30代 になると(学 校卒業後8か ら10年 以上経過すると),学 歴 と労働力率 との

間の正の相関が弱 まっていることがわかる(た とえば,〈表5>に おいて,14

年後または9年 後にもいまだに再就業 していないものの割合は,高 学歴ほど高

い)。 つま り,高 学歴女性は,若 い頃労働市場に参入 し,30代 一40代 には労働

市場か ら完全 に離れて しまう傾向にある,と い うことである。 この傾向は 〈図

16>か らもみることがで きる。中卒 ・高卒の場合,学 校卒業後就業 し,一 旦労
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働市場か ら離れるが(中 卒の場合,学 校卒業後10-15年 経過 した時点,ま た,

高卒では,学 校卒業後5-10年 経過 した時点),そ の後再び就業者の割合 は増

加する。 しかし,短 大 もしくは大学卒業者は,や はり学校卒業後5-10年 後一

度離職すると,そ の後の再就職者の伸 びは他の学歴層 よりも弱い。

HillandStafford(1974・1977)及 びLeibowitz(1974b)は,60年 代のア

メリカで も子育てに費やされる時間は,女 性の教育 レベルが高いほど増加する

という傾向をもっていたことを指摘する。さらにHillandStafford(1980)は,

1960年 代には,大 学(短 大)を 卒業 した子供 を持つ女性は,労 働市場から離れ

る傾向にあったが,70年 代 に入ると,そ のような女性たちは,む しろ労働市場

に残る傾向にあった という。既に冒頭で述べたように,1960年 代のアメリカの

女性就業形態はM字 型をしてお り,こ れが70年 代になり徐々に消滅 している。

このように,60年 代のアメリカにおいて も,教 育レベルと就業率の問にある負

の関係がみ られるということは,こ の関係が日米におけるM字 型就業形態の構

成要因の1つ となっている可能性が高い と考えられよう。

日米における育児サービス ・制度の普及と女性の生産活動選択

育児施設や企業 による育児制度の発達は,子 供を持つ労働者の就業環境の改

善に大 きな役割 を果たす。これは逆 に,子 供 を持つ労働者を取 り巻 く環境の未

発達は,市 場労働 を抑制するとも考 えられる。日米比較の点か ら考えると,藤

本(1998),丸 尾(1998)そ の他様々なデータは,日 本の育児サービスや育児

制度が,ア メリカに比べ未発達であることを指摘 している。丸尾(1998)は,

女性の就業 と社会保障政策との関係 について,ス ウェーデンの社会保障政策を

参考にしなが ら,今 後の日本の女性就業に関する社会保障政策の課題 について

議論 している。そこでは日本が直面 している課題として,出 産 ・育児 ・介護休

暇の充実,経 済的にも機会的にも利用 しやすい保育施設の充実などが挙 げられ

てお り,日 本 における育児サービスや育児政策の未発達さが伺える。7)経 済企

7)飼 こ ど も未 来財 団 に よ る1996年 の海外 調 査 報告 で は,次 の よ うな結果 が 報告 さ
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画庁 「国民生活選好度調査」(平 成8年)に よると,女 性が働 きつづけるのを

困難にするかまたは障害になることの第1位 に,育 児が挙げ られている。また,

(財)婦 人少年協会による 「幼児期の子の母親の生活 と就業の実態に関する調

査」(平 成6年)に よると,幼 児期の子供を持つ働 く女性の6割 は,保 育所な

どに子供を預けているが,ほ ぼ4割 が親族に子供を預 けている。 さらに同調査

による"仕 事 と育児を両立するために必要 と思う対策"と いう質問に対 して,

保育所の充実(時 間延長,設 備の充実など),保 育経費の軽減,企 業における

勤務時間の配慮 などが高い割合を占めている。厚生省 「人口動態社会経済面調

査の概況」(平 成8年)が 行った,"育 児環境,保 育所 ・育児休業に関する行政

への要望"と いう質問項 目において大 きな割合 を占めたのも,児 童手当の充実,

保育 ・教育費の軽減 といった経済的要素であった(労 働省女性局 「働 く女性の

実情」(1998):pp.58-64参 照)。

また 日本における育児と就業の両立をサポー トす る制度 としては,1991年 に

成立 した 「育児休業等に関する法律」(育 児休業制度)が ある。8)育 児休業制

度 とは,育 児 と継続雇用の両立 をサポー トする目的で制定され,こ れは子供が

一歳 に達するまで,子 供1人 につき一回利用することがで きる。この制度の導

入は,特 に子育てによる継続就業が困難 とされてきた,既 婚女性の雇用環境 を

支援するものであるとして期待 される。 しか し,1993に おける滋野 ・大 日の調

れて い る。 アメ リカで は13歳 未満 の 児童 を持 つ家 庭 の うち,何 等か の保育 サ ー ビ

ス を利 用 して い る者の 中で,65%が 保 育 セ ンター(ChildCareCenter)を 利 用 し,

25%は 保 育 マ マ(FamilyChildCare:自 宅 で複 数 の子 供 を預 か る者)を,そ し

て10%は ナニ ー(Nanny:ベ ビー シ ッター よ りも広 範 囲の サー ビス を提供 す る者)

サー ビスを利用 して いる。 一方 日本 で は,保 育マ マ及 びベ ビー シ ッター を利 用す

る家 庭 は非 常 に少 な い。(財)婦 人少 年 協会 が平 成6年 に行 った調 査 に よる と,

6歳 まで の子供 を持 つ 家庭 の うち,保 育 マ マやベ ビー シ ッター を利 用す る家庭 は

ほ とん ど存在 しない こ とが わか る(保 育 ママ:1歳 か ら1.5歳 までの 子供 で0.9%,

4歳 児 で0.8%で あ り,他 の 階層 にお け るデ ー タは存 在 しない。 ベ ビー シ ッター

につ いて は,全 て の階 層 にお いて デー タは存 在 しない)。(労 働 省女性 局 「働 く女

性 の 実情 」(1998):付85)

8)こ れ は1995年 に改 正 され,「 育児休 業 等 育児 又 は家 族 介護 を行 う労 働 者 の福祉 に

関す る法 律 」(育 児 休 業法)と な り,1999年 には 「育児 休 業,介 護 休 業等 育 児又

は家 族介 護 を行 う労働 者 の福祉 に関す る法律 」(育 児 ・介 護休 業法)と な った。
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査では,会 社に育児休業制度があると答 えた者は全体のお よそ40%に すぎない

とい う。(滋 野 ・大 日(1998))1996年 の労働省 「女子雇用管理基本調査」 にお

いても,育 児休業制度の規定のある企業は全体の約6割 であった。(労 働省女

性局 「働 く女性の実情」(1998):pp.73-74参 照)9)こ のような数字は,育 児

休業制度の女性就業形態への効果の弱 さを反映 している。滋野 ・大 日(1998)

の研究によると,育 児休業制度は女性の継続就業 と正の相関を持つが,結 婚の

選択には影響 を与えていないことが示唆 されている。後者の結果に関して,両

氏は2つ の解釈を提案している。1つ は,日 本の育児休業制度が結婚の機会費

用(結 婚 しなければ得 られるであろう利益)を 十分に引 き下げる役割を果た し

ていないほど未発達であ り,育 児休業制度の更なる充実,そ して育児サービス

の拡大 ・充実が両氏によって提案されている。2つ めの解釈は,育 児による就

業中断の機会費用(育 児のために仕事 を中断 しなければ得 られるであろう利益)

が低いために,結 婚選択に育児休業制度はあまり効果を与えていないというも

のである。 これには結婚退職後の職場復帰 における環境の充実が提案されてい

る。森田 ・金子(1998)も,大 企業では育児休業制度の利用 よりもむしろ結婚

退職 を考える女子社員が依然 として多 く,中 小企業では育児休業制度自体の整

備が行われていない,と いう問題について指摘 している。

では日本でなぜ育児サービスや育児制度が発達 しないのであろうか。 これに

は2つ の理由が考えられる。1つ は保育所の供給や,保 育所を利用する対象が

制限されているといった,企 業 ・政府政策による外生的な影響である。 もう1

つの理由は,現 時点における育児サービスや育児制度の発達 レベルが既に均衡

点にあるため,こ れ以上の改善が生 じないのではないか,と いう理由が考えら

れる。

まず前者の理 由に関して,保 育所の在所率 は1977年 にピークを迎 え,そ の後

減少傾向にある。保育所の供給不足は現在 も問題 となってお り,認 可保育所へ

9)滋 野 ・大 日(1998)は 脇 坂(1998)を 参 照 し,1996年 におけ る育児 休業 法制 度 の

普 及率 が お よそ36%に 過 ぎな い こ とを指摘 して い る。
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の入所を待つ児童の数は,1999年4月1日 現在で32,000人,待 機i率(入 所児童

に対する入所 を待つ児童の割合)は 全国で4.2%で あるという(道 新1999年11

月19日)。10)こ れに関 して八代(1992)は,保 育所の利用対象が規制されてい

ることを指摘する。例 えば公立保育所について,専 業主婦は保育所利用ができ

ないこと,保 育所への再入所が困難なことをなどが挙げ られている。乳児保育

所に関 しては,そ の対象 となる家計は,年 間所得税12万 円以下である低所得家

計に限定されている。 また供給側にとっても,乳 児保育のコス トが高いため,

入所 を制限せ ざるを得ないという現状 もある。このように日本における育児制

度 ・施設の未発達さについて,政 府 ・企業政策などの外生的要因の改善への指

摘が多 く見 られる。

しかし,日 本における育児制度 ・施設の不足 は,外 生的影響の結果のみに依

存 しているのであろうか。言い換えるならば,先 に触れた認可保育所への入所

待機率が全国で4.2%(北 海道では1.7%(248人))(同1999年11月19日)と い

う数字は,保 育所の需要 と供給の均衡の結果であるという見解 も考えられる。

これが第2の 理 由である,需 要 と供給の均衡の結果 としての,4.2%と いう保

育所待機率の発生である。重要なことは,日 本 における保育所待機率を高いと

みなすか,そ れとも比較的低 いとみなすか ということであろう。

アメリカにおける育児関連サービス ・制度は,1980年 代か ら90年代 にかけて

発展 している。藤本(1998)は,ア メリカ企業が80年 代か ら行っている育児関

連の幅広い企業政策について紹介 している。アメリカでは近年,企 業内に家庭

と仕事の両立 という問題に関する専門スタッフの設置や,管 理部門における従

業員家族支援制度の強調 を提案 している企業が多 く,さ らに様々な人事制度が

整 っ てい る こ とが指 摘 され てい る。 人事 制度 の例 と して は,出 産 休 暇

(MaternityandParentalLeave),育 児休業(ParentalLeave),情 報紹介サー

ビス(ResourceandReferralService)託 児施設に関する情報提供,

10)認 可保 育所 へ の入所 待 ちの児 童 数 は,大 都 市 ほ ど多 い 。 また,乳 児保 育所 へ の入

所 を待 つ児 童数 は,昨 年 よ り4,500人 減 り21,111人 で あっ た。(同 紙)
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育児補助金支給 などの経済的支援,企 業内における託児所の設置などの直接的

育児支援,フ レックス制度(FlexibleSchedulingandWorkArrangements)

そして転勤支援制度(RelocationPolicies)転 勤 に伴 う不動産や配偶者の

雇用など様々なサポー トの提供 などが挙げられている。またアメリカの育

児支援制度の問題点 として,藤 本氏は同論文の中で,家 族支援制度が企業戦略

直接結びついていないことなどを指摘 している。いずれにせよ,少 な くとも育

児支援政策 自体 を比較する限 りにおいては,ア メリカの政策が 日本のそれより

も充実しているということは否定できない。

賃金の上昇 と女性の生産活動選択

大橋 ・荒井 ・中馬 ・西島(1989)や 島田(1985)な どで指摘されているよう

に,賃 金の上昇は,女 性の就業行動に必ず しも正の影響を与 えるとは限らない。

一般的には,賃 金の上昇は女性の市場労働を促進すると考えられているが,日

米比較の点か ら述べると,女 性の賃金率が増加することによる市場労働への進

出動機は,ア メリカの方が日本のそれよりも大 きい傾向にあると考えられてい

る(島 田(1985)第2章4節,大 橋 ・荒井 ・中馬 ・西島(1989)第1章5節 参

照)。 また,賃 金 と市場労働が必ず しも正の相関を持たないことは,第3章 に

おいてBeckerの 家計生産モデルの応用から導かれた結論の1つ で もあった。

この結論を 〈図10>及 び 〈図15>を 用いて考える と,〈図10>で の賃金上昇に

よるZ1とZ2の 価格変化(Z1の 相対価格の上昇)が,〈 図15>に おける教育投

資 リターンの上昇によるZ1とZ2の 価格変化(Z2の 相対価格の上昇)に よって

相殺される時,賃 金率 と教育投資 リター ンの上昇は,便 益生産の時間配分に影

響を与えない。さらに 〈図15>に おいて,Z1とZ2の 生産における最適点がSZ"

間に選ばれるとき(代 替効果が所得効果 を上回るとき),教 育投資リターンの

上昇は家計生産時間の上昇をもたらす。さらに賃金率変化後における,便 益生

産における最適点の位置は,無 差別曲線(U(Zl,Z2))の 形状 にも依存 して

いる。従って,賃 金率変化による最適点の決定は,Z1とZ2の 相対価格変化 と

選好(無 差別曲線の形)の 両者に依存 していると考えられる。
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これを日本におけるM字 型就業形態の存続 と関連づけて考えると,賃 金率の

上昇によって女性の市場労働時間が上昇 しない要因には,賃 金率の上昇よる

Z1か らZ2へ の生産の代替 と,教 育投資 リターンへの強い選好によるZ2か ら

Z1へ の代替 との問での相殺が起 こってい るか らである。 また 〈図A>か ら,

弱い賃金弾力性 は,教 育投資 リター ンへの強い選好に相殺され,家 計生産労働

の機会費用は上昇せず,市 場労働 は促進 されない(〈 図A>上,点 線の流れ)。

逆に強い賃金弾力性は,市 場生産活動への時間投入の上昇をもたらす(同 図上,

直線の流れ)。 故に,点 線の道筋で表 される日本の女性就業行動において,強

い教育投資 リター ンへの選好による家計生産時間投入の増加が,賃 金率上昇が

もたらす時間配分の変化 を支配 している可能性があると考えられる。

世帯主所得の上昇 ・主婦になる確率と女性の生産活動選択

家計の収入 レベルが高いと,専 業主婦になる確率が高 くなる。これは現時点

での,家 計の収入 レベルが過去の水準 と比較 して高いとき,妻 は敢えて家計を

支えるために外で働 く必要性を求めず,労 働市場への進出が促進されないとい

うことである。樋 口(1991),Easterlin(1968)そ してMorgan(1968)も

このことについて触 れている。11)例 えば樋口(1991)は 世帯主の所得 レベル

と既婚女性の就業率を次の 〈図17>の ように表 している。

各図の世帯主所得は,IIが 最 も低 く,IXが最 も高い所得階級を示 している。12)

図17-(1)は,子 供を持たない29歳 以下の既婚女性に関する,世 帯主所得 レベル

と,継 続就業率,転 職率,離 職率そして新規就業率 との関係を表 したものであ

り,図17-(2)は,子 供を持つ30-39歳 の既婚女性に関する,同 様の関係を示 し

11)EasterlinやMorganは,現 行所 得 が 過去 の所 得 レベ ル よ りも低 い時,妻 は余 暇

を犠牲 に して も労働 市場 へ 参入す る傾 向があ る こ とを指摘 し,こ れ を相対 賃 金仮

説 と呼 ん でい る。(樋 口(1991)P.152)

12)Hは,世 帯 主所 得 が年 間100万 か ら149万 円の 問,D(は,1000万 円以 上 を指 す 。詳

しい 区分 につ いて は樋 口(1991:P.238)参 照。
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図17-(1):子 供 をもた ない29歳 以下有 配偶 女子

たものである。転職率 と世帯主所得 との関係は,ど ちらも同 じような傾向を表

してお り,世 帯主所得の上昇 とともに,転 職率は減少する。新規就業率 と世帯

主所得の関係 もこれ と同様の傾向を示 している。一方,継 続就業率 と世帯主所

得 との関係は,両 者で異 なる傾向を表 している。子供 を持たない29歳 以下の既

婚女性の継続就業率は,世 帯主所得と負の関係を表 しているのに対 し,子 供 を

持つ30-39歳 の既婚女性の場合,あ まりはっきりとした関係が見 られない。こ

こで特に注 目すべ き関係は,離 職率と世帯主所得 レベルとの関係である。同図
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か らは,世 帯主所得が上昇すると,20代30代 ともに既婚女性の離職率が上昇す

るという関係がみられる。つまり世帯主所得が高いほど,妻 は一旦企業を離れ

ると,非 労働力化する傾向にあるということである。逆に生活レベルの低い家

計ほど,妻 はその経済的必要性から専業主婦にならず,一 度離職 しても非労働

力化する傾向は少ない といえる。13)し たがって,樋 口は20代 か ら30代 の就業
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図17-〈2):子 供 を有 す る30-39歳 有 配偶 女子

13)夫 の教育 レベ ル と妻 の就業 状態 に関 して の研 究 に は,OgawaandErmisch(1996)
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率が低いのは,必 ず しも社会的風潮のみが要因となっているのではなく,家 計

の経済状況 もまた妻の就業行動 に大 きな影響を与えている,と コメン トしてい

る。

女性の就業決定における日米比較

以上のような各変数の相関を考慮すると,点 線の流れは今 日の日本女性にお

けるM字 型 を形成する就業行動,そ して直線の流れは,ア メリカ女性の就業行

動を表す と考えられる。本稿では,教 育投資 リターン(子 供の人的資本形成)

への強い選好が,日 本女性の就業選択に影響を与えることを仮定している。従

って,こ こで特に日本の女性労働市場にM字 型就業形態が存続 している1つ の

要因は,女 性の高い教育 レベルが日本では子供の人的資本形成 に投入されるか

らである,と いう推測が もたれる。なぜ 日本の母親は点線の方向に,そ してア

メリカの母親は直線の方向に選好を向ける傾向があるといえるのか。この推測

には4つ の根拠がある。第1に 日米間の教育方針の違い,第2に は主婦になる

確率 と子供の学力 との相関,第3に 母親の学歴 と子供の学歴 との問の相関,そ

して最後に金融市場環境(預 金金利)の 相違 という4つ の側面か らこの推測が

説明で きる。次にそれぞれの項 目について詳 しくふれる。

日米間の教育方針の違い と女性の就業選択

母親による子供への教育方針 一 日米の親が子供 をどの ような方法で育てるこ

とが望ましいと考えているのか一 には,日 米間にどの ような違いがあるので

あろうか。い くつかの研究結果は,日 米の親ついて次の ような特徴をあげてい

や荒 井(1995)が あ げ られ る。1990年 の毎 日新 聞 に よって行 わ れた調査 を もとに

行 われ たOgawaandErmisch(1996):P.689(TABLE4)の 分析 に よる と,

大卒 の夫 を持 つ 女 性 は そ うで な い妻 よ りも専 業 主 婦 に な る確 率 が 大 きい とい う

(詳細 は 同論文P.689,Table4参 照)。 また荒 井(1995)の,47都 道 府県 のデ ー

タを用 いた分 析 に よる と,父 の学歴 と母 の学歴 との間 には高 い相 関が 見 られ た。

日本 の学 歴社 会 を考 え る と,夫 の学 歴 の高 い家 計 の収 入 レベ ル は高 く,そ れ は妻

を専 業主 婦 に させ る傾 向 を高 め る,と い う関係 が成 立す るで あ ろ う。
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る。まず日本の親は,様 々な育児教育システムや育児サービスの普及にもかか

わ らず,や はりある一定の時間を子供 と共に費やしコミュニケーションをはか

ることを好む傾向にある。一方アメリカの親は,競 争社会の中で子供が生き残

るために,よ り賢い子供に育てるように,就 学前か ら様々な教育システムを与

えようとする傾向があるという。東(1994)は アメリカの国立精神衛生研究所

のコーディル らによって行われた,生 後3-4ヶ 月の乳児に対する母親の働 き

かけに関する日米の比較研究 を紹介 している。それによると,日 本の母親がア

メリカの母親に比べ,乳 幼児への言葉の話 しかけは少ないが,よ り長時間彼 ら

と共に過ごすという研究結果が指摘 されている。(そ の後の研究において,も

のを教える際の母親か ら乳幼児への言葉の話 し掛けに,日 米差はあまり見 られ

ないことが確認されたが,日 本の母親による乳幼児と接する時間の長 さについ

ては,否 定 されていない)14)

またアメリカの幼児教育の現状について,ア メリカABC放 送Nightlineで

は,次 の ような議論が取 り上げられている。アメリカの競争社会では,子 供が

大学で良い成績をあげるために,両 親がより賢い子供を作 り上げようと,幼 児

期における子供の潜在能力発達 に余念がない。 しかしそこで問題となっている

のは,多 くの親が,子 供の養育 を子育てビジネス(例 えば,幼 児対象の語学教

室,コ ンピューター教材,あ る種の音楽を子供に聞かせることによって,そ の

潜在能力をより効率的に発達 させ るという,い わゆる`モ ーツアル ト効果'を

唱えた音楽CDや テープなど)に 極端 に依存するために,本 来子育てに重要で

ある親とのコミュニケーション(子 供 と一緒にいるという意識)が 少なくなっ

14)ま た,同 じプロ グラ ムの中 で作家 の ダニエ ル ・ク リ ッテ ンデ ン氏 は,ア メ リカの

両 親 は子供 の養 育 に熱心 過 ぎるか,も しくは全 く関 わ らないか とい う両極 端 な傾

向 にあ る とい う。 そ して,彼 らは両 親の 存在 の大 切 さ 一つ ま り子供 の そば にい

る とい う基 本 的 な行 動 の 大 切 さ 一 を見 失 って い る こ とを 指摘 す る。 更 に,

JudgeBakerChildren'sCenterの ア ル ビ ン ・プサ ン ト教 授 は,あ るア メ リカの

調 査結 果 にお いて,対 象 とな った子供 の3分 の1が,彼 らが話 した い と思 う時 に

両 親 が そ ば に い な い こ と に不 満 を持 っ て い る,と い う報 告 を 指 摘 し て い る。

(ABCNightline:1999年10月26日)
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てきている,と いうことである。

このように,日 本の母親は,特 に子供が小 さい場合は,よ り多 くの時間子供

と接 しようとする。これに対 してアメリカの親は,発 達 した教育教材やシステ

ムなどの投資により,子 供の潜在能力 を育成 しようとし,そ れは子供 とのコミ

ュニケーションの低 さを問題 とさせているのである。

StevensonandLee(1990)は,ア メリカ ・台湾そ して 日本 のおよそ1500人

の母親 と子供にインタビューを行い,ア メリカの母親が 日本の母親ほど就学後

の子供の教育に(時 間的にも経済的にも)熱 心でないことを指摘 している。 日

本の母親は,子 供の勉強内容に関与するとい うよりもむしろ,子 供のための勉

強環境を整 えることに熱心であ り,自 らを子供の教育に捧げることを無駄なこ

ととは考えていないという。アメリカの親と比較 し,日 本の家族は場所,時 間

そして金銭的に子供の学業に多 くを捧げる傾向にある。一方アメリカの母親に

ついては,就 学後の子供の発達 を学校や先生に任せ る傾向が強い という。従っ

て,ア メリカでは親の子供の教育への直接関与が低 く,学 業達成に対する期待

度 は大 きいが子供 の達 成度 にはあ ま り関心 を持 ってい ない よ うで あ る

(StevensonandLee(1990):pp.98-100)。15)こ のような教育方針の差は,

日米 における女性就業形態の相違 を説明する一要因であると考えられるであろ

う。

15)ま たStevensonandLee(1990)に よ る と,な ぜ 子 供 を大 学 まで 行 かせ た いの

か とい う質問 に対 して,ア メ リカの母 親 は必要 な知識 や能 力 を身 につ けるた め,

と答 え る者 が多 い一 方,日 本 の母 親 は,勤 勉 さを身 につ けて ほ しい,仕 事 へ の志

を もって ほ しい,と い う回答 が多 か った 。
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表6第1学 年における家庭環境と第11学年において測定された学業成績との相関

第1学 年時の家

庭環境

第11学 年 に お け る 成 績

数 学 読 解 一 般 常 識

両親の介入 Minn. 台北 仙台 Mlnn. 台北 仙台 Minn. 台北 仙台

規則的に読んで

聞かせる
0,11榊 0.23 0.21 0」 0.11 0.14 0.08 0.2廓 0.25寧

アル ファベ ッ ト

を教 える
0.05 0 一 〇 .02 一 〇

.04
一 〇.03 0.05 0.04 0.08 0

単語を教える 0.17嘔 0 0,23寧 0.03 0.01 0.25* 0.1 0.07 0.17

文章を教える 0.23林 0.14 0.04 0.15象 0.06 0.25嘔 0」8掌 0.17串 0

家庭の知的環境

母親が毎日新聞

を読む
0.20林 0.35寧 榊 0.08 0.01 0.28榊 0.06 0.11 0.28牌 0.06

父親が毎日新聞

を読む
0.23榊 0.33串 串串 0.13 0 0.16 0ユ8 0.08 0.23林 0.16

母親が大学以外

で学んだ
0.17' 0.15 0.19 0.09 0.1 0.03 0.2林 0.11 0.14

母親が大学の授

業を受けた
0ユ6零 0.25牌 0.06 0.01 0.25*き 0.03 0.11 0.19窄 0.04

子 供の大学 ・短

大進学を望む
0,39榊 零 0.45ゆ 騨 0.35** 0,26紳 0.19事 0,23零 0.3寮 廓寧 0.29林 0.26事

計 0.41*林 032林 寧 033'騨 0.15串 0.17寧 0.3林 0.29騨 廓 0.3串 林 0.26寧

注

資料

すべ て の項 目に 関 して,1=は い,0=い いえ,で あ る。

Minn.=ミ ネ アポ リス

'P<0
.05"P<O.Ol*"P<0.OOI

Chen,LeeandStevenson(1996)P.756

主婦になる確率 と子供の教育 レベル との関係

主婦になる確率 と子供の学力 との聞に正の相関があるならば,子 供への教育

投資動機が強い と考えられる日本女性は,主 婦になる確率が高 く,そ れが日本

におけるM字 型就業形態存続の1要 因であるといえる。

Chen,LeeandStevenson(1996)は,子 供が小学校1年 生時の家庭環境の,

彼 らが高校2年 生(11thGrade)の 時における学力への長期的な効果を,日 本,
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中国そ してアメリカに関 して調査 している。〈表6>は その調査結果をまとめ

たものである。日本は仙台,中 国は台北そしてアメリカは ミネアポリスの各都

市がその調査対象 として選ばれている。16)家 庭環境 を表す変数は,両 親の介

入(子 供に規則的に読んで聞かせる,子 供にアルファベットを教える,子 供に

文字 を教える,子 供に文章を教えることの4つ に細分 される)と,家 庭 の知的

環境(母 親 ・父親が新聞を毎 日読む,母 親が大学以外の授業を受けた,母 親が

大学の授業を受けていた,子 供の大学または短大進学への期待の5つ)に 分け

られる。また,高 校2年 生の学力は,数 学,読 解そ して一般常識の3項 目によ

って測 られる。

仙台の結果を他の都市 と比較すると,特 に子供が小学校1年 生の時に,両 親

が子供 に規則的に読んで聞かせるまたは字を教 えることが,彼 らが高校二年生

になった ときの学力に比較的大 きな影響を与えていることがわかる。(例えば,

両親が子供に規則的に読んで聞かせることと,子 供の将来の数学能力 との相関

は,0.21,読 解 との相関は0.14そ して一般常識 との相関は0.25と,他 の都市 よ

りも比較的高い傾向にある。また,子 供に単語 を教えることと将来学力 との相

関は,順 に0.23,0.25そ して0.17で ある。17)

Stafford(1987)は,ミ シガン大学の調査研究センターによる1975年 か ら76

年に行われた時間利用に関する国勢調査か らのサンプル(両 親のいる,就 学前

の子供 を持つ家庭 に限った77の サ ンプル)を 用い,1973年 における家庭環境が,

同じサンプルの1982年 における子供の成績にどのような影響を与えるのかを調

査 した。家庭環境 を示す変数としては,兄 弟の変数(性 別 ・年齢別),子 供の

変数(性 別 ・年齢別),家 族の変数(母 親の教育,賃 金の予測値)そ して母親

の時間(世 話,助 ける ・教 える,話 す ・読む,他 の世話そして市場労働 に分け

16)こ れ らの都 市 を選 ん だ理 由につ い ては,Chen,LeeandStevenson(1996)参 照。

17)こ こで1つ 興味 深 いの は,親 の子 供 に対す る大 学 ・短大 進学 と子 供 の将 来学 力 と

の 相 関で ある。 日本 の場 合,親 の学歴 に対 す る期待 と子 供 の将 来学力 とは,他 の

都 市 に比べ,若 干弱 い傾 向 にあ る。 これ は 日本の場 合,親 の学歴 へ の期待 の 大 き

さが,必 ず し も子供 の将 来学 力 の向 上 につ なが るわ けで はない,と い う ことを示

唆 してい るの であ ろ うか。
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られる。 また,1982年 に行われた子供の学力 レベルの測定は,8つ の項 目((1)

集中力,(2)学 校 での成績,(3)ク ラス討論の理解度,(4精 報の記憶度,(5)新 しい

教材の理解度,(6)独 立度,(7)言 語や英語の成績そ して(8)LisrelModel18))に

よって測 られた。調査の結果,1975年 に母親が子供に費やす時間と1982年 にお

ける彼女達の子供の知能とは,有 意な正の関係が得 られている。さらに,就 学

前の子供を持つ母親の市場労働は,1982年 の子供の学業成績 と有意な負の関係

が表されている。19)彼 はまた,女 性の就業が子供に与える影響 は子供の年齢

によって異なることを指摘 している。小学校低学年 までの子供を持つ母親に関

しては,母 親の就業は子供の将来学力 と負の相関がある。逆に,中 学生以上の

子供 を持つ母親の就業は,子 供の学力にあまり影響 を与えない。というのは,

労働市場に参入 している母親は子供の数が少なく,そ の代わり子供の質の向上

を求める傾向にあるからだという。

女性の就業が子供に与 える影響が子供の年齢によって異なるという結果は,

日本においても見 られる。松浦 ・滋野(1996)は,1987か ら89年の家計調査 と

貯蓄動向調査のデータを用い,妻 の労働供給関数を所得や貯蓄率を考慮 しなが

ら両者の相関関係を分析 した。その結果,末 子年齢が3歳 以下の子供の存在は,

20代 から40代前半の既婚女性の就業 に負の影響を与えるが,4歳 以上の子供の

存在 は,妻 の就業 と正の相関 を持つことが示 されている。20)こ の結果か ら,

松浦 ・滋野は,3歳 未満の子供を持つ既婚女性の育児費用が高いこと,そ して,

妻が就業するか否かの分岐点が,末 子年齢が4-6歳 の問にあることを指摘す

る。

またLeibowitz(1977)は,母 親の育児への時間投入量 と子供の言語能力 と

18)各 変数 の詳 しい定義 につ い て は,Stafford(1987):PP.976-77参 照 。

19)し か し,1975年 にお ける母 親 の教育 レベ ル は,子 供 の学業 成績 と有 意 な関係 を持 っ

て い ない。

20)子 供が 大 き くな るに従 って妻 の労 働供 給 が増加 す る理 由 と して,松 浦 ・滋 野 は以

下 の2つ を挙 げて い る。1つ は,子 供 が大 き くなる につれ て子供 に手が かか らな

くな る こ と,も う1つ は,子 供が 大 き くな るにつ れ,教 育費 がか か る ことで ある。

そ の他 の変 数 の推 定結果 につ い て は,松 浦 ・滋 野(1996)参 照。
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は有意な正の相関が認め られていることを示 し,21)HillandDuncan(1987)

は,女 性の就業時間とその子供の学力及び将来収入 レベルとの問の負の相関を

指摘 している。

このように,多 くの実証研究が,母 親が子供(特 に就学前の子供)に 費やす

時間とその子供の将来学力 との間の正の相関を表 している。子供 と過ごす時間

は働 く女性 よりも主婦のほうが多いことは予測で きることである。従って主婦

であることは,子 供の潜在的学力の上昇を導 くと考えられるであろう。特に学

歴重視である日本の労働市場においては,子 供の教育 レベルの高 さが同時に学

歴の高さにつながる可能性が高い。従って,子 供の人的資本投資を自らの市場

労働 よりも優先する母親は,子 供の潜在学力 を伸ばすためにも,家 庭 に入るこ

とを選択すると仮定で きる。

預金金利と教育投資へのモチベーションとの関係

〈図A>に 見 られるように,預 金金利のレベルは,親 に金銭的な所得移転(遺

産形成)を 動機づけるか,も しくは子供への高い教育投資という形での所得移

転を動機づけるか,と いう決定に影響 を与えている要素の一つである。まず預

金金利が高い場合,銀 行への預金は個人にとって有利な投資機会 となる。その

ため,親 は自らの資産を子供への遺産とするよう動機付けられるであろう。逆

に預金金利が低い場合,銀 行への投資機会は個人にとってそれほど魅力的なも

のとはならない。 このような場合,親 は,将 来子供が教育投資リターンを十分

保証できるように,む しろ子供への教育投資を積極的に行なうよう動機づけら

れるであろう。これを日米比較 について考えると,前 者はアメリカの母親の就

業行動,そ して後者が 日本の母親の就業行動に影響を与 えていると考えられる。

21)ま た,労 働 集 約 的資本(皿 洗 い機 や乾燥 機)の 存在 は,子 供 の言語 発達 と有 意 な

正 の 関係 に ある こ と も示 され てい る。 しか し彼 は また,働 い てい る女性 が そ うで

ない 女性 よ りも子 供 と接 す る時間 が少 ない とは限 らない とコメ ン トしてい る。
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資 料:IMF"lnternationalFinancialStatistics"December,1997

図18:預 金 金 利(1990--1997)

では,日 米間でどの程度預金金利に差があるのか。〈図18>は,日 米 におけ

る預金金利の変化を表 したものである。22)ど の年をとってもアメリカの値が

日本のそれを上回っていることが分かる。 日本の低い預金金利は,バ ブル経済

崩壊後の景気回復の一環 として実施されたものであるが,個 人にとってこのよ

うな銀行金利の低 さは,預 金への動機づけを低下させているに違いない。

22)1997年 の デ ー タ は,日 本 の 場 合7月 の 数 字 を,ア メ リ カの 場 合10月 の 数 字 を用 い

て い る 。 ま た,日 本 の 預 金 金 利(Depositrate)に は,1991年11月 以 降,預 入 額

300万 円 以 上1000万 円 未 満 の3ヶ 月 定 額 預 金(自 由 金 利)を 用 い る 。1991年11月

以 前 の 預 金 金 利 は,月 末 に 日本 銀 行 に よ っ て 設 定 さ れ た3ヶ 月 定 期 預 金 の ガ イ ド

ラ イ ン 金 利 を 表 して い る。(IMF"lnternationa1FinancialStatistics"December,

1997:P.388)。 一 方 ア メ リ カ の 預 金 金 利 に はCertificateofdeposit(CD:譲 渡

性 預 金)の 金 利 を 用 い て い る。 こ れ は,SecondaryMarketに お い て,少 な く と

も5人 以 上 の デ ィ ー ラ ー が 毎 日3ヶ 月 定 期 預 金 を提 示 し,そ の 非 加 重 平 均 値 で あ

る 。(IMF"lnternationalFinancialStatistics"December,1997,P.723)
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母親の教育レベルと子供の教育レベルとの関係

母親の教育 レベルと子供の教育 レベルとの関係は,現 在の日本及びM字 型就

業形態を形成 していた時代のアメリカにおいて,同 様の傾向をもっていたこと

は,さ まざまな既存研究か ら伺 うことができる。そこでは,教 育レベルの上昇

が,母 親の子供への高い教育 リターンの達成を動機づける傾向が指摘 されてい

る。23)

荒井(1995)は,1920年 代から70年代後半のアメリカ ーアメリカ女性の就

業形態がM字 型をとっていた時期一 における両親の教育水準 と子供の学力 につ

いて,Leibowitz(1974a・b),(1975)そ してHillandStafford(1974)の

研究を指摘 している。Leibowitz(1974a)は,1921年 か ら60年 までの研 究に

おいて,子 供の知能指数(IQ)に は,母 親の教育水準の方が父親のそれ より

も大きな影響 を与えることを表 している。24)また,Leibowitz(1974b),(1975)

そして 且illandStafiiord(1974)は,教 育水準の高い両親は,子 供 とよ り多 く

の時間を過 ごす傾向にあるため,そ れは子供の教育 レベルの上昇につながる,

とい うことを指摘 している。25)こ の ように,女 性の就業形態がM字 型を形成

していた時代のアメリカにおいては,母 親の教育 レベルが子供の将来学力(ま

たは潜在学力)に 大 きな影響を与 えていたことが確認される。現在の日本の女

性就業形態は,60年 代から70年代のアメリカの就業形態 と類似 している。故 に,

この母親の教育レベルと子供の学力との正の相関は,現 在の日本の状況にも当

てはまると考 えることがで きるであろう。

以上の既存研究は,本 稿が提示 している仮説 現在の日本女性労働市場

23)古 郡(1997)も,日 本 の高 学歴 女性 ほ ど子供 の教 育 を重視 す る とい う傾 向 を指摘

して い る。(古 郡(1997)P.200及 びPP.202-204参 照)。

24)Duncan(1974)の1968年 にお け る分 析,そ してMare(1980)やWolfe(1982)

にお いて も,同 様 の結 果が確 認 され て い る。

25)と こ ろが,M字 型 が消 滅す る70年 代 後半 か ら80年 代 にお い て は,こ の傾 向 が変

化 す る。BehrmanandTaubman(1985)は,1977年 か ら81年 にか けて の実 証

分 析 に おい て,父 親 の教 育 レベ ル が母 親 の教 育 レベ ル よ りも子供 のIQに 大 きな

影 響 を与 えて い る こと を指摘 して いる。
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や60年 代一70年 代のアメリカ女性労働市場など,M字 型就業形態を持つ女性労

働市場では,女 性の賃金や教育水準の上昇は,市 場での生産活動を促進する方

向ではな く,む しろ家計の生産活動(特 に教育投資 リターン(ま たは子供の人

的資本)形 成)に 向けられるとい う仮説一 の実証の妥当性 をサポー トする

ものとなった。 また,近 年における賃金水準や教育 レベルにもかかわらず,日

本の女性就業形態が未だにM字 型を形成 していることは,ア メリカと日本の母

親の子育てに対す る意識の違いによるものであるとい う議論も,過 去の様々な

研究によって確認された。26)こ のように,MincerやBeckerに よって提唱さ

れた家計生産の理論を,今 日の 日本におけるM字 型就業形態の存続要因の説明

に応用することは,日 本的雇用慣行に注目するこれまでのM字 型就業形態の分

析に,異 なるアプローチを提示することとなるであろう。

まとめと結論

この論文では,労働市場中心のアプローチによる日本女性の就業形態分析に,

Beckerに よって提唱された家計の生産活動 という考 え方を加え,日 本の女性

労働市場に存続す るM字 型カーブの要因についての仮説の提示を試みた。これ

までの日本の女性就業形態におけるM字 型形成要因に関す る多 くの研究は,日

本的雇用システム(お もに終身雇用,年 功賃金制 による),統 計的差別または

社会 ・文化的要因に依存するものが多数であった。しか しそのアプローチでは,

特に日本女性の就業行動をうまく説明できない結果に終わっていることがわか

っている。そこでこの論文は,む しろ女性の家計での生産活動に注 目し,M字

型の形成要因の分析 を試みるための仮説を提案 した。その方法として,Beck-

erに よる時間配分理論を応用 し,女 性の時間配分 を,市 場労働 と家計内労働

に分解 し,そ れらの代替関係 を女性の就業行動 と関連づけて議論を展開した。

26)こ の よ うな 日米 にお け る母親 の意 識 の相違 は,第3章 の図15に お け る無 差別 曲線

(U(Z1,Z2))の 形状 の相 違 に よって あ らわ され る。
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本稿では日本女性の就業行動を次のように仮定 した。

`日本女 性
,特 に20代 か ら30代 後 半 の 女性 は,賃 金 率 や教 育 レベ ルの 上 昇 に もか

かわ らず,家 計生 産 活動(子 供 の人 的 資本 形 成)に 多 くの時 間 を投 入 す る傾 向 に

あ る。この よ うな傾 向 は,日 本 女性 が子 供 の人的 資本 形成(教 育投 資 リター ン)に,

市 場 労働 を凌 ぐ選 好 を持 って い る こ と と,経 済発 展 と と もに教 育投 資 リ ター ンの

重 要性 が 高 ま り,日 本女 性 が 教 育投 資(物 質 的 ・時 間 的投 資)を よ り重要 視 す る

よ うにな ったか らであ る。'

教育投資リターンとい う時間集約的便益が財集約便益に優位性を持つという

ことは,子 供への所得移転を教育投資リター ン(子 供の人的資本の形成)と い

う形で行 うという動機 によるものである。この動機はまた,母 親のより多 くの

時間を子供 と過ごそうとい う意識を高め,そ れは必然的に(特 に就学前の子供

を持つ)母 親を家計内生産活動へと導 く。このような一連の行動は,日 本女性

就業のM字 型就業形態存続を説明すると考えられる。また,家 計内生産活動 を

促すこのような傾向は,多 くの既存研究によってもサポー トされていることが

確認できることか ら(第4章 参照),こ の仮説は実証分析 を試みるに値するも

のであろう。このように,日 本女性のM字 型就業形態存続要因の1つ に,教 育

のリターンという変数を取 り入れることは,こ れまでの市場中心の日本女性就

業行動の分析に,家 計生産活動の分析 という異なるアプローチを提案すること

になる。
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